
議案番号 件　　　　　　　　　　名 所管課 概　　　　　　　　　　要 備考

1
和解及び損害賠償の額の決定に係る専決処分の承認
を求めることについて

土木管理課

和解及び損害賠償の額を定めることについて、地方自治法第
１７９条第１項の規定により平成２９年１２月１８日に専決
処分したもので、同条第３項の規定によりその承認を求める
もの。

2
平成２９年度長与町一般会計補正予算（第５号）の
専決処分の承認を求めることについて

財政課

ふるさと長与応援寄附金の増加に伴う歳入歳出予算の補正に
ついて、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分
したので、同条第３項の規定に基づきこれを報告し、議会の
承認を求めるもの。

3
長与町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に
関する基準を定める条例

介護保険課

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための
関係法律の整備等に関する法律並びに指定居宅サービス等の
事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する
省令の公布に伴い、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運
営に関する基準について、新たに条例を制定するもの。

4 長与町防災会議条例の一部を改正する条例 地域安全課
近年の多様化する災害発生状況を勘案し、専門的知見を有す
る有識者を防災会議委員として構成することにより、町の防
災体制の更なる強化を図るもの。

5 附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例 総務課
附属機関として長与町避難行動要支援者避難支援連絡協議会
を新たに追加するもの。

6
特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に
関する条例の一部を改正する条例

総務課

特別職の職員で非常勤のものに対する通勤費用相当分の費用
弁償を支給することとし、また、保育専門員の報酬額につい
て見直しを行い、附属機関の委員について新たに追加するも
の。
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議案番号 件　　　　　　　　　　名 所管課 概　　　　　　　　　　要 備考

7
長与町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する
条例の一部を改正する条例

総務課
特別職の国家公務員の給与改定に準じ、町議会議員の期末手
当の支給割合を改めるもの。

8
町長及び副町長の給与に関する条例の一部を改正す
る条例

総務課
特別職の国家公務員の給与改定に準じ、町長及び副町長の期
末手当の支給割合を改めるもの。

9
長与町教育委員会教育長の給与及び旅費支給並びに
勤務時間等に関する条例の一部を改正する条例

総務課
特別職の国家公務員の給与改定に準じ、教育長の期末手当の
支給割合を改めるもの。

10 長与町税減免に関する条例の一部を改正する条例 税務課
農業災害補償法の一部を改正する法律の施行に伴い、所要の
改正を行うほか、規定の整備を行うもの。

11 長与町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 健康保険課
地方税法の一部改正により、課税額の記載について所要の改
正を行うもの。

12 長与町国民健康保険条例の一部を改正する条例 健康保険課
国民健康保険の都道府県単位化に伴い、所要の改正を行うほ
か、規定の整備を行うもの。

13
長与町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正す
る条例

健康保険課

持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等
の一部を改正する法律の施行に伴い、国民健康保険法の規定
により住所地特例の適用を受ける被保険者の取扱いについ
て、所要の改正を行うもの。
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14
長与町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業
の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する
条例

こども政策
課

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する
基準及び子ども・子育て支援法施行規則の一部を改正する内
閣府令等の施行に伴い、所要の改正を行うもの。

15 長与町敬老祝金支給条例の一部を改正する条例 福祉課
高齢者に関する事業の見直しに伴い、敬老祝金の支給額の改
定を行うもの。

16 長与町介護保険条例の一部を改正する条例 介護保険課
平成３０年度から平成３２年度までの介護保険料等の所要の
改正を行うもの。

17

長与町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並び
に指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的
な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改
正する条例

介護保険課
指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基
準等の一部を改正する省令の公布により所要の改正を行うも
の。

18
長与町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備
及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す
る条例

介護保険課
地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を
改正する法律の公布により所要の改正を行うもの。

19
長与町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人
員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部
を改正する条例

介護保険課
地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を
改正する法律の公布により所要の改正を行うもの。

20 長与町道路占用料徴収条例の一部を改正する条例 土木管理課
道路法施行令の一部を改正する政令の施行に伴い、所要の改
正を行うもの。
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21
長与町営住宅の設置、整備及び管理に関する条例の
一部を改正する条例

土木管理課

公営住宅法施行令及び住宅地区改良施行令の一部を改正する
政令、公営住宅法施行規則及び地域における多様な需要に応
じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法施行規則の
一部を改正する省令の施行に伴い、所要の改正を行うもの。

22 長与町都市公園条例の一部を改正する条例 土木管理課

都市緑地法等の一部を改正する法律、都市緑地法等の一部を
改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令の
施行により、都市公園法施行令に規定されていた運動施設の
建蔽率が参酌基準化したことに伴い、これを条例で定めると
ともに、規定の整備を行うもの。

23 平成２９年度長与町一般会計補正予算（第６号） 財政課
既定の予算総額から歳入歳出それぞれ１億９，６９９万円を
減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２３億
４，２３９万３千円とするもの。

24
平成２９年度長与町国民健康保険特別会計補正予算
（第３号）

健康保険課
既定の予算総額から歳入歳出それぞれ１億１５９１万１千円
を減額し、補正後の予算総額を４７億４５７６万円とするも
の。

25
平成２９年度長与町後期高齢者医療特別会計補正予
算（第２号）

健康保険課
既定の予算総額に歳入歳出それぞ６３５万円を追加し、補正
後の予算総額を４億７１８３万３千円とするもの。

26
平成２９年度長崎都市計画事業長与町土地区画整理
事業特別会計補正
予算（第２号）

都市計画課
既定の予算総額から歳入歳出それぞれ１億４０６万６千円を
減額し、補正後の予算総額を９億３，３５０万２千円とする
もの。
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27
平成２９年度長与町下水道事業会計補正予算(第２
号)

下水道課

既定の予算の下水道事業費用を５，５００万円減額し、補正
後の予算の下水道事業費用総額を９億７，０９０万５千円。
資本的収入を２億１，４８１万９千円減額し、補正後の予算
の資本的収入総額を１億２，１３６万３千円。既定の予算の
資本的支出を２億８１３万２千円減額し、補正後の資本的支
出総額を４億２，７５６万６千円とするもの。

28 平成３０年度長与町一般会計予算 財政課
予算総額を１２２億５，４５４万３千円とするもの。
対前年度比、約０．４％、５，３２４万３千円の増。

29 平成３０年度長与町駐車場事業特別会計予算 契約管財課
予算総額を７９１万１千円とするもの。
対前年度比、約１２．４％、８７万５千円の増。

30 平成３０年度長与町国民健康保険特別会計予算 健康保険課
予算総額を３９億９２８９万２千円とするもの。
対前年度比、約１７．７％、８億５７５４万３千円の減。

31 平成３０年度長与町後期高齢者医療特別会計予算 健康保険課
予算総額を４億９５６４万円とするもの。
対前年度比、約６．６％、３０７９万２千円の増。

32 平成３０年度長与町介護保険特別会計予算 介護保険課

保険事業勘定の予算総額を２８億７，５６１万７千円、対前
年度比、約８．７％、２億７，４２２万７千円の減。
介護サービス事業勘定の予算総額を２，６８３万４千円、対
前年度比、約１３．０％、３０９万６千円の増。
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33
平成３０年度長崎都市計画事業長与町土地区画整理
事業特別会計予算

都市計画課
予算総額を７億８，０１５万３千円とするもの。
対前年度比、約△２４．６％、２億５，４０８万３千円の
減。

34 平成３０年度長与町水道事業会計予算 水道課

収益的収入及び支出においては、７億９，８５３万２千円の
収入にに対し、支出は７億３，７７０万３千円。
資本的収入及び支出においては、２億４，５８６万円の収入
に対し、支出は５億９，２５１万１千円とするもの。

35 平成３０年度長与町下水道事業会計予算 下水道課

収益的収入及び支出の収入で、１０億２，７３１万７千円に
対し、支出では９億９，５５２万９千円。
資本的収入及び支出の収入で、４億１１４万４千円に対し、
支出では６億８，１８５万４千円とするもの。

36 人権擁護委員の推薦について 総務課 任期満了に伴う推薦のため。


